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熊本県告示第５９３号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規 
定により次のように保安林の指定施業要件を変更する旨農林水産大臣から通知を受けたの 
で、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県下益城郡美里町（次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    美里町（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
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部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに美里町役場に備え置いて縦覧に供する。） 
 

 
熊本県告示第５９４号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規 
定により次のように保安林の指定施業要件を変更する旨農林水産大臣から通知を受けたの 
で、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県下益城郡美里町（次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    美里町（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに美里町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第５９５号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規 
定により次のように保安林の指定施業要件を変更する旨農林水産大臣から通知を受けたの 
で、同法第３３条の３において準用する同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県下益城郡美里町（次の図に示す部分に限る。） 
２ 指定の目的 土砂の崩壊の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    美里町（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに美里町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第５９６号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により指定居宅介護支援
事業者を次のとおり指定したので、同法第８５条の規定により公示する。 
  平成２２年６月４日 
                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

居宅介護支援センターいずみの里 

八代市泉町下岳４３５０番地 

有限会社松本建設 平成２２年６月１日 

 
 
熊本県告示第５９７号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２２年６月４日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （通所介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

しもだ介護サービス玉名 

玉名市伊倉北方字五社３４９番地

２ 

有限会社あっとホーム 平成２２年６月１日 
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熊本県告示第５９８号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
    平成２２年６月４日                                                       
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防通所介護）                                                      

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

しもだ介護サービス玉名 

玉名市伊倉北方字五社３４９番地

２ 

有限会社あっとホーム 平成２２年６月１日 

 
 
熊本県告示第５９９号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県下益城郡美里町安部字山木谷１０７９番、１０８ 
 ５番、１０９２番から１０９４番まで、字脇１１０１番、１１０２番、１１０５番 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字山木谷１０７９番・字脇１１０２番・１１０５番（以上３筆について次の図に 
   示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに美里町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第６００号 
熊本県要保護児童対策地域協議会設置要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 
   平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
   熊本県要保護児童対策地域協議会設置要綱の一部を改正する要綱 
 熊本県要保護児童対策地域協議会設置要綱（平成１７年熊本県告示第８３２号）の一部
を次のように改正する。 
 第１条中「第６条の３」を「第６条の２第８項」に改め、「適切な保護」の次に「又は
要支援児童若しくは特定妊婦（法第６条の２第５項に規定する要支援児童若しくは特定妊
婦をいう。）への適切な支援」を加え、「当該児童等」を「要保護児童若しくは要支援児
童及びその保護者又は特定妊婦（以下「要保護児童等」という。）」に改める。 
 第２条、第６条、第７条、第８条及び第１０条第２号中「要保護児童」を「要保護児童
等」に改める。 
 第４条第２項及び第４項中「会長は」の次に「、」を、同条第３項中「副会長は」の次
に「、」を加える。 
 第５条第３項中「運営に関する事項は」の次に「、」を加える。 
 第６条第２項中「代表者会議は」の次に「、」を加える。 
 第７条第２項中「実務者会議は」の次に「、」を加える。 
 第１１条中「協力要請を行う場合に当たっては」を「協力要請を行う場合にあっては」
に改める。 
 別表１中「熊本県総務部私学文書課」を「熊本県総務部私学振興課」に、「熊本県総務
部男女共同参画・パートナーシップ推進課」を「熊本県総務部男女参画・協働推進課」に、 
「熊本県環境生活部人権同和対策課」を「熊本県環境生活部人権同和政策課」に改め、「熊
本県八代児童相談所」の次に「熊本市児童相談所」を加え、「熊本県環境生活部人権セン
ター」を削る。 
   附 則 
 この要綱は、告示の日から施行する。 
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熊本県告示第６０１号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２２年６月４日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

一般県道 宮崎芦北線 葦北郡芦北町大字八幡字見附 

          ８番１地先から 

同町大字花岡字伊徳庵 

          ６５２番５地先まで 

 1,307.0 地基創

交安 

（歩道

整備）
２ 供用を開始する期日 平成２２年６月４日 

 
 
熊本県告示第６０２号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２２年６月４日から６０日間、熊本県土木部道路保全課において
一般の縦覧に供する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

一般県道 西古閑泗水

線 

菊池市森北字森北 

          ８５３番１地先から 

同所 

          ８５７番２地先まで 

   236.9 交通連

携国道

（交差

点の付

け替え
２ 供用を開始する期日 平成２２年６月７日 

 
 
熊本県告示第６０３号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県球磨郡球磨村大字一勝地丙字日当野１３０３番、 
 １３０３番５、１３０３番６ 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 主伐に係る伐採種は、定めない。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を熊本県農林水産部森林保全課及び熊本県 
球磨地域振興局並びに球磨村役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第６０４号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県阿蘇郡産山村大字田尻字北西小坪４８３番４２、 
 ４８３番７４ 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
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 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 主伐に係る伐採種は、定めない。 
  イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次のとおり」は、省略し、その関係書類を熊本県農林水産部森林保全課及び熊本県 
阿蘇地域振興局並びに産山村役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第６０５号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２２年６月４日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （特定施設入居者生活介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

ホスピタルメント桜十字 

熊本市御幸笛田７丁目１３番２１号

株式会社桜十字 平成２２年６月１日 

 
 
熊本県告示第６０６号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
    平成２２年６月４日                                                       
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防特定施設入居者生活介護）                                      

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

ホスピタルメント桜十字 

熊本市御幸笛田７丁目１３番２１号

株式会社桜十字 平成２２年６月１日 

 
 
熊本県告示第６０７号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２２年６月４日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （特定施設入居者生活介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

特定施設 きらら 

熊本市新南部３丁目７番７６の２号

社会福祉法人星峰会 平成２２年６月１日 

 
 
熊本県告示第６０８号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
    平成２２年６月４日                                                       
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防特定施設入居者生活介護）                                      

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

特定施設 きらら 

熊本市新南部３丁目７番７６の２号

社会福祉法人星峰会 平成２２年６月１日 

 
 
 
 
 
熊本県公告第３１４号 
  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定により、平成
２１年度下半期の熊本県公営企業（電気事業、工業用水道事業及び有料駐車場事業）の業
務の状況を次のとおり公表する。 
    平成２２年６月４日 
                                                熊本県知事 蒲 島  郁  夫 

 公  告 
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業 務 状 況 説 明 書

平成２１年度下半期

自 平成２１年１０月 １日

至 平成２２年 ３月３１日

熊本県企業局
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目 次

電 気 事 業 ………………………………… ８ページ

工業用水道事業 ………………………………… １６ページ

有料駐車場事業 ………………………………… ２２ページ
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熊本県電気事業業務状況

熊本県電気事業の平成２１年度下半期（平成２１年１０月１日から平成２２年３月３１

日まで）における業務状況は、次のとおりである。

目 次

１ 事業の概況 …………………………………………………………… ９ページ

（１）電力の供給状況について ……………………………………… ９ページ

（２）電力料金について ……………………………………………… １１ページ

（３）修繕及び改良工事等について ………………………………… １２ページ

（４）職員数について ………………………………………………… １２ページ

（５）条例等の制定、改廃について ………………………………… １３ページ

（６）開発調査について ……………………………………………… １３ページ

２ 経理の状況 …………………………………………………………… １４ページ

３ 平成２２年度経営方針 ……………………………………………… １５ページ

４ 平成２２年度予算の概要 …………………………………………… １５ページ
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１ 事業の概況

平成２１年度下半期における水力発電供給電力量は、７４，０４９，４９５ｋＷｈと

なり、当期の目標供給電力量８２，７６３，０００ｋＷｈに対し８９．５％の達成率と

なった。また、電力料金収入は、１，０１７，４００，１１７円（税込額）となり、当

期の目標料金収入額１，０２６，５４９，３００円（税込額）に対し９９．１％の達成

率となった。これは、期間中の降雨量が平年（企業局発電所運転開始後の平均）と比べ

て多かったものの、藤本発電所において荒瀬ダム泥土等除去のため２ヶ月ほど発電を停

止したこと、市房第二発電所及び緑川第一発電所において改良工事及び大規模修繕工事

実施のため発電を停止したことにより、発電量が伸びなかったためである。

風力発電供給電力量は、５１５，４００ｋＷｈであり、当期の計画供給電力量１，３

５３，８８８ｋＷｈに対し発電量が伸びず、３８．１％の達成率となった。

なお、企業局が経営する８水力発電所の一つ藤本発電所（荒瀬ダム）については、平

成２２年３月２４日に藤本発電所の発電に必要な予算を減額した予算が成立したことを

受け、国に対して平成２２年４月以降の水利権の申請を取り下げたことにより、平成２

２年４月以降は発電を行っていない。

（１）電力の供給状況について

下半期各月の電力の供給状況は、次のとおりである。

本県の電気事業は、平成２１年度までは、水力発電は電気事業法に基づき、平成７

年に電力会社と電力受給に関する基本契約を締結した「みなし卸電気事業」と、その

後に発電を開始した「卸供給事業」に区分されていた（平成２２年度から本県の電気

事業は全て卸供給事業に区分されている 。。）

なお、風力発電については電力会社と電力需給契約を締結しているが、制度上は自

家用電気工作物による余剰電力扱いとなっている。

ア 水力発電  

（ア）みなし卸電気事業

発 電 所

月 区 分 藤 本 市房第一 市房第二 緑川第一 緑川第二 笠 振 小 計

目標(kWh) 5,288,000 1,803,000 383,000 4,293,000 2,719,000 301,000 14,787,000

１０ 実績(kWh) 4,418,130 1,151,986 200,104 3,003,672 1,952,945 261,100 10,987,937

達成率(%) 83.6 63.9 52.2 70.0 71.8 86.7 74.3

目標(kWh) 3,615,000 1,383,000 272,000 3,378,000 2,202,000 181,000 11,031,000

１１ 実績(kWh) 4,058,337 2,526,798 777,597 3,360,339 2,334,731 -4,800 13,053,002

達成率(%) 112.3 182.7 285.9 99.5 106.0 -2.7 118.3

目標(kWh) 3,356,000 1,782,000 372,000 3,642,000 2,394,000 138,000 11,684,000

１２ 実績(kWh) 3,451,152 958,173 -20,790 2,686,674 1,905,714 135,800 9,116,723

達成率(%) 102.8 53.8 -5.6 73.8 79.6 98.4 78.0

目標(kWh) 3,527,000 1,758,000 403,000 3,721,000 2,522,000 142,000 12,073,000

１ 実績(kWh) 487,672 991,598 0 1,210,296 1,699,009 132,000 4,520,575
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達成率(%) 13.8 56.4 0.0 32.5 67.4 93.0 37.4

目標(kWh) 4,136,000 1,953,000 499,000 3,738,000 2,496,000 209,000 13,031,000

２ 実績(kWh) -23,670 1,905,979 0 595,391 3,087,910 376,700 5,942,310

達成率(%) -0.6 97.6 0.0 15.9 123.7 180.2 45.6

目標(kWh) 5,906,000 2,817,000 693,000 5,128,000 3,318,000 394,000 18,256,000

３ 実績(kWh) 10,807,282 6,299,874 151,195 7,276,581 3,357,256 678,000 28,570,188

達成率(%) 183.0 223.6 21.8 141.9 101.2 172.1 156.5

目標(kWh) 25,828,000 11,496,000 2,622,000 23,900,000 15,651,000 1,365,000 80,862,000

計 実績(kWh) 23,198,903 13,834,408 1,108,106 18,132,953 14,337,565 1,578,800 72,190,735

達成率(%) 89.8 120.3 42.3 75.9 91.6 115.7 89.3
 

（イ）卸供給事業

発 電 所 水力発電所

月 区 分 菊 鹿 緑川第三 小 計 合 計

目標(kWh) 267,000 113,000 380,000 15,167,000

１０ 実績(kWh) 191,700 97,700 289,400 11,277,337

達成率(%) 71.8 86.5 76.2 74.4

目標(kWh) 206,000 104,000 310,000 11,341,000

１１ 実績(kWh) 158,300 76,300 234,600 13,287,602

達成率(%) 76.8 73.4 75.7 117.2

目標(kWh) 184,000 102,000 286,000 11,970,000

１２ 実績(kWh) 164,100 87,100 251,200 9,367,923

達成率(%) 89.2 85.4 87.8 78.3

目標(kWh) 172,000 88,000 260,000 12,333,000

１ 実績(kWh) 158,100 79,000 237,100 4,757,675

達成率(%) 91.9 89.8 91.2 38.6

目標(kWh) 177,000 95,000 272,000 13,303,000

２ 実績(kWh) 190,100 136,400 326,500 6,268,810

達成率(%) 107.4 143.6 120.0 47.1

目標(kWh) 265,000 128,000 393,000 18,649,000

３ 実績(kWh) 312,400 207,560 519,960 29,090,148

達成率(%) 117.9 162.2 132.3 156.0

目標(kWh) 1,271,000 630,000 1,901,000 82,763,000

計 実績(kWh) 1,174,700 684,060 1,858,760 74,049,495

達成率(%) 92.4 108.6 97.8 89.5
 



 平成 22 年 6 月 4日  金曜    熊 本 県 公 報          第１１９１３号 11 

 

（２）電力料金について

当期の料金収入は、次のとおりである。

なお、水力発電の九州電力株式会社との電力受給契約における契約料金については、

基本料金及び従量料金（供給電力量に１円／ｋＷｈを乗じたもの）の二部料金制とな

っている。

また、風力発電における同社との契約料金は発電量に応じた完全従量制となってお

り、料金単価は１０．７０円／ｋＷｈである。

ア 水力発電

（ア）みなし卸電気事業

基本料金 ８７２，２６０，０００円 月額145,378,000円×5月

月額145,370,000円×1月  

イ 風力発電

発電所 全発電所

月 区 分 阿蘇車帰 合 計

計画(kWh) 225,649 15,392,649

１０ 実績(kWh) 66,100 11,343,437

達成率(%) 29.3 73.7

計画(kWh) 225,649 11,566,649

１１ 実績(kWh) 62,800 13,350,402

達成率(%) 27.8 115.4

計画(kWh) 225,649 12,195,649

１２ 実績(kWh) 149,700 9,517,623

達成率(%) 66.3 78.0

計画(kWh) 225,649 12,558,649

１ 実績(kWh) 122,800 4,880,475

達成率(%) 54.4 38.9

計画(kWh) 225,649 13,528,649

２ 実績(kWh) 39,700 6,308,510

達成率(%) 17.6 46.6

計画(kWh) 225,643 18,874,643

３ 実績(kWh) 74,300 29,164,448

達成率(%) 32.9 154.5

計画(kWh) 1,353,888 84,116,888

計 実績(kWh) 515,400 74,564,895

達成率(%) 38.1 88.6
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従量料金 ７２，１９０，７３５円 （従量 72,190,735kWh×1円）

小 計 ９４４，４５０，７３５円

消費税相当額 ４７，２２２，５３４円

合 計 ９９１，６７３，２６９円

（イ）卸供給事業

基本料金 ２２，６４３，０００円 月額 3,774,000円×5月

月額 3,773,000円×1月

従量料金 １，８５８，７６０円 （従量 1,858,760kWh×1円）

小 計 ２４，５０１，７６０円

消費税相当額 １，２２５，０８８円

合 計 ２５，７２６，８４８円

イ 風力発電

従量料金 ５，５１４，７８０円 （従量515,400kWh×10.70円）

消費税額 ２７５，７３７円

合 計 ５，７９０，５１７円
 

（３）修繕及び改良工事等について

平成２１年度下半期の主な修繕及び改良工事は、次のとおりである。（消費税込み額）

（単位：円）

発電所 工 事 名 工事金額 工 期

藤 本 荒瀬ダム泥土除去工事（百済木川工区）合 90,285,182 H21.12.15

併 ～H22.3.19

藤 本 荒瀬ダム泥土除去工事（佐瀬野工区） 75,834,609 H21.12.16

～H22.3.25

藤 本 荒瀬ダム砂礫除去工事（与奈久工区） 72,450,070 H21.12.15

～H22.3.19

藤 本 荒瀬ダム泥土搬出工事 61,638,558 H22.1.21

～H22.7.30

藤 本 荒瀬ダム砂礫搬出工事（西鎌瀬工区） 59,369,491 H21.12.16

～H22.3.19

（４）職員数について

平成２１年度電気事業の職員数は次のとおりである。
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（平成２２年３月３１日現在）

区 分 職 員 技能労務職員 嘱 託 計

局 長 １ ０ ０ １

本 総務経営課 ２６ ０ １ ２７

庁 うち、荒瀬ダム対策室 （９） （０） （０） （９）

工 務 課 １１ ０ ０ １１

発 電 総 合 管 理 所 ２１ ３ １５ ３９

計 ５９ ３ １６ ７８
 

（５）条例等の制定、改廃について

＜条 例＞

平成２１年１０月 ９日 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部改正

※熊本県職員等退職手当支給条例等の一部を改正する条

例（熊本県条例第４９号）において改正。

平成２１年１２月２２日 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部改正

※熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部

を改正する条例（熊本県条例第６２号）において改正。

＜管理規程＞

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局職員就業規程の一部を改正する規程（熊

本県公営企業管理規程第１号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局当直規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第２号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局会計規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第３号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局組織規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第４号)

平成２２年 ３月３１日 熊本県企業局文書規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第５号)

（６）開発調査について

・中小水力発電開発：球磨村芋川地点において、河川流量調査を行っている。
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２ 経理の状況

平成２１年度下半期の経理の状況は、次の合計残高試算表のとおりである。

平成22年3月31日            単位：円

残　　　　高 合　　　　計 勘 定 科 目 合　　　　計 残　　　　高

営 業 収 益 1,984,867,635 1,984,867,635

営 業 外 収 益 37,946,937 37,946,937

特 別 利 益

2,103,460,241 2,103,839,839 営 業 費 用 379,598

64,521,342 64,521,342 営 業 外 費 用

3,080,000 3,080,000 特 別 損 失

18,594,187,437 18,708,153,586 水 力 発 電 設 備 113,966,149

85,621,171 減価償却累計額（水力） 11,655,507,443 11,569,886,272

440,395,474 440,395,474 業 務 設 備

減価償却累計額（業務） 146,356,008 146,356,008

437,284,882 437,284,882 風 力 発 電 設 備

減価償却累計額（風力） 66,942,867 66,942,867

94,434,520 94,434,520 建 設 仮 勘 定

3,370,254 3,370,254 事 業 外 固 定 資 産

209,990,848 237,489,925 無 形 固 定 資 産 27,499,077

1,329,781,904 1,937,924,880 投 資 及 び 基 金 608,142,976

6,481,924,597 30,245,579,630 現 金 預 金 23,763,655,033

192,430,980 386,802,986 未 収 金 194,372,006

短 期 投 資

7,599,215 7,599,215 貯 蔵 品

105,370,000 前 払 金 105,370,000

24,264,133 224,551,000 前 払 費 用 200,286,867  

800,000 59,260,916 雑 流 動 資 産 58,460,916

受 託 金

65,277,232 退 職 給 与 引 当 金 233,552,312 168,275,080

38,470,211 修 繕 準 備 引 当 金 274,533,348 236,063,137

渇 水 準 備 引 当 金

一 時 借 入 金

341,358,342 未 払 金 456,447,656 115,089,314

267,694,607 未 払 費 用 391,066,696 123,372,089

146,783,374 預 り 金 163,646,768 16,863,394

雑 流 動 負 債

自 己 資 本 金 9,949,525,311 9,949,525,311

190,307,932 借 入 資 本 金 2,472,160,702 2,281,852,770

155,401 資 本 剰 余 金 876,707,828 876,552,427

126,880,000 利 益 剰 余 金 2,540,812,586 2,413,932,586

29,987,525,827 56,322,206,719 合 計 56,322,206,719 29,987,525,827

貸　　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　　方

熊本県電気事業合計残高試算表
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３ 平成２２年度経営方針

電力自由化の進展により電力市場の競争が激化する中、電力会社の公営電気事業者に

対する電気料金の引き下げ要求は強まってきており、収入の確保が引き続き大きな課題

である。

また、平成２２年２月に知事の藤本発電所（荒瀬ダム）再撤去方針の表明、同３月に

同４月以降の藤本発電所水利権申請を取り下げたことにより、今後藤本発電所（荒瀬ダ

ム）の撤去に向けた取り組みを実施しなければならないが、電気事業の内部留保資金で

その撤去費用を全て捻出することは困難であるため、撤去費用について国の支援を引き

続き求めていく必要がある。

電気事業は、藤本発電所の発電収入を失うことに加え、藤本発電所（荒瀬ダム）撤去

費用の発生等により、今後極めて厳しい経営状況となることが予想される。そのため、

このような経営環境の大幅な変化を踏まえ、平成２２年度中に「熊本県企業局経営基本

計画（第三期）」（仮称）の策定に取り組むこととする。

４ 平成２２年度予算の概要

平成２２年度予算の概要は次のとおりである。

（１）収益的収入及び支出

事業収益 １，４７３，７８２，０００円

（内訳）

営業収益 １，４５６，３６３，０００円

（うち、電力料収入 １，４５１，１２５，０００円）

営業外収益 １７，４１９，０００円

事業費 ２，２６９，２７９，０００円

（内訳）

営業費用 ２，１１７，４３２，０００円

営業外費用 １０７，７０９，０００円

特別損失 ２９，１３８，０００円

予備費 １５，０００，０００円

差引純利益（純損失） △７９５，４９７，０００円  
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（２）資本的収入及び支出

資本的収入 ６１３，０１４，０００円

（内訳）

他会計からの返還金 ６１３，０１４，０００円

資本的支出 ４７４，８８２，０００円

（内訳）

建設改良費 ２０，４６８，０００円

企業債償還金 １７８，８６０，０００円

その他 ２７５，５５４，０００円  

熊本県工業用水道事業業務状況

熊本県工業用水道事業の平成２１年度下半期（平成２１年１０月１日から平成２２年３

月３１日まで）における業務状況は、次のとおりである。

目 次

１ 事業の概況 ………………………………………………………… １７ページ

（１）給水の状況について …………………………………………… １７ページ

（２）修繕及び改良工事等について ………………………………… １８ページ

（３）職員数について ………………………………………………… １８ページ

（４）条例等の制定、改廃について ………………………………… １９ページ

２ 経理の状況 …………………………………………………………… ２０ページ

３ 平成２２年度経営方針 ……………………………………………… ２１ページ

４ 平成２２年度予算の概要 …………………………………………… ２１ページ  
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１ 事業の概況

有明工業用水道の平成２１年度下半期における受水企業数は１２社で、契約水量は１

４，３０４ｍ ／日であった。給水能力に対する契約率は４２．２％で、平成２０年度３

下半期に比べ、契約水量は変わらなかったものの、料金収入は、基本使用水量等の減少

により、前年同期比９８．４％となっている。

八代工業用水道の平成２１年度下半期における受水企業数は２４社で、契約水量は９，

１８８ｍ ／日であった。給水能力に対する契約率は３３．７％で、平成２０年度下半３

期に比べ、契約水量は変わらず、料金収入は、基本使用水量等の減少により、前年同期

比９７．９％となっている。

苓北工業用水道の平成２１年度下半期における受水企業数は２社で、契約水量は７，

０６０ｍ ／日、給水能力に対する契約率は８３．１％であった。契約水量に変更はな３

く、料金収入は前年同期と比べてほぼ同額となっている。

（１）給水の状況について

有明工業用水道、八代工業用水道及び苓北工業用水道の平成２１年度下半期の契約

水量及び料金収入等の状況は、次のとおりである。

有明工業用水道 給水能力：３３，８６０ｍ ／日３

契約水量：１４，３０４ｍ ／日 （Ｈ２２．３．３１現在）３

３ ３料金：基本使用水量５０円／ｍ 、超過使用水量１００円／ｍ

月 受水企業数 契約水量（ｍ ／月） 料金収入（円、消費税込み）３

10 １２ 443,424 18,203,885

11 １２ 429,120 17,237,902

12 １２ 443,424 17,812,497

１ １２ 443,424 17,812,497

２ １２ 400,512 16,098,972

３ １２ 443,424 17,812,497

計 2,603,328 104,978,250

八代工業用水道 給水能力：２７，３００ｍ ／日３

契約水量： ９，１８８ｍ ／日 （Ｈ２２．３．３１現在）３

３ ３料金：基本使用水量３５円／ｍ 、超過使用水量７０円／ｍ  

月 受水企業数 契約水量（ｍ ／月） 料金収入（円、消費税込み）３

10 ２４ 284,828 9,519,093

11 ２４ 275,640 9,196,204

12 ２４ 284,828 9,505,453

１ ２４ 284,828 8,890,320
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２ ２４ 257,264 8,030,404

３ ２４ 284,828 8,888,288

計 1,672,216 54,029,762

苓北工業用水道 給水能力：８，５００ｍ ／日３

契約水量：７，０６０ｍ ／日（Ｈ２２．３．３１現在）３

３ ３料金：基本使用水量５０円／ｍ 、超過使用水量１００円／ｍ

月 受水企業数 契約水量（ｍ ／月） 料金収入（円、消費税込み）３

10 ２ 218,860 11,490,150

11 ２ 211,800 11,119,500

12 ２ 218,860 11,490,150

１ ２ 218,860 11,490,150

２ ２ 197,680 10,378,200

３ ２ 218,860 11,490,150

計 1,284,920 67,458,300

（２）修繕及び改良工事等について

平成２１年度下半期の主な修繕及び改良工事は、次のとおりである。（消費税込み額）

（単位：円）

事業名 工 事 名 工 事 金 額 工 期

有 明 有明工水送水ポンプ分解点検（３,４号） 6,594,000 H21.10.22

工事 ～H22.3.10

八 代 八代工水導水管（松崎地区）漏水補修工 6,384,745 H21.10.21

事（その２） ～H22.2.10

有 明 有明工水浄水場排泥管路配管補修工事 1,110,953 H21.12.15

～H22.2.26
 

（３）職員数について

平成２１年度工業用水道事業の職員数は次のとおりである。

（平成２２年３月３１日現在）

区 分 職 員 技能労務職員 嘱 託 計

有明 本庁 次 長 １ ０ ０ １

総務経営課 ３ ０ ０ ３

工 務 課 １ ０ ０ １

八代 ０ ０ ０ ０

苓北 都呂々 ダム管理事務所 ２ １ ５ ８

計 ７ １ ５ １３

※有明、八代の両浄水場の運転保守業務については、株式会社熊本県弘済会に委託

している。  
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（４）条例等の制定、改廃について

＜条 例＞

平成２１年１０月 ９日 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部改正

※熊本県職員等退職手当支給条例等の一部を改正する条

例（熊本県条例第４９号）において改正。

平成２１年１２月２２日 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部改正

※熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部

を改正する条例（熊本県条例第６２号）において改正。

＜管理規程＞

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局職員就業規程の一部を改正する規程（熊

本県公営企業管理規程第１号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局当直規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第２号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局会計規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第３号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局組織規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第４号)

平成２２年 ３月３１日 熊本県企業局文書規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第５号)
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２ 経理の状況

平成２１年度下半期の経理の状況は、次の合計残高試算表のとおりである。

熊本県工業用水道事業合計残高試算表

平成22年3月31日            （単位：円）

残　　　　高 合　　　　計 勘 定 科 目 合　　　　計 残　　　　高

22,341,786 営 業 収 益 668,723,361 646,381,575

9,091,412 営 業 外 収 益 142,946,450 133,855,038

841,509,958 841,597,534 営 業 費 用 87,576

156,610,513 156,610,513 営 業 外 費 用

12,647,599,650 12,650,299,072 工 業 用 水 道 設 備 2,699,422

170,717,997 170,717,997 建 設 仮 勘 定

1,040,511 減 価 償 却 累 計 額 3,652,458,516 3,651,418,005

14,334,833,644 14,548,292,757 無 形 固 定 資 産 213,459,113

投 資 及 び 基 金

1,376,139,096 9,236,927,189 現 金 預 金 7,860,788,093

52,293,810 140,631,242 未 収 金 88,337,432

短 期 投 資

8,343,320 8,343,320 貯 蔵 品

23,695,600 前 払 金 23,695,600

3,080,000 14,301,000 前 払 費 用 11,221,000

20,678,791 雑 流 動 資 産 20,678,791

109,663,074 他 会 計 借 入 金 1,747,532,590 1,637,869,516

4,546,000 退 職 給 与 引 当 金 43,479,635 38,933,635

73,866,210 修 繕 準 備 引 当 金 390,519,438 316,653,228

一 時 借 入 金

41,857,415 未 払 金 49,643,900 7,786,485

35,942,141 未 払 費 用 45,193,292 9,251,151

51,803,688 預 り 金 52,173,118 369,430

1,520,000 修繕準備引当金(流動) 1,520,000

16,851,338 前 受 金 49,856,405 33,005,067

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金 30,000 30,000

1,230,550,286 借 入 資 本 金 16,254,512,106 15,023,961,820

資 本 剰 余 金 16,059,243,883 16,059,243,883

8,366,556,556 利益剰余金（－欠損金） 398,925,711 -7,967,630,845

1,604,147 受 託 工 事 金 1,604,147

29,591,127,988 47,779,329,579 合 計 47,779,329,579 29,591,127,988

借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方
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３ 平成２２年度経営方針

本県の工業用水道事業は、工業の発展と雇用確保に貢献してきたが、産業構造の変化

等もあって工業用水道の需要は当初計画を大幅に下回り、多くの未利用水を抱え、厳し

い経営状況にある。

特に、有明工業用水道については、平成１４年度以降、竜門ダム建設に係る企業債償

還や市町村交付金等が経営を圧迫しているため、平成１８年度に未利用水の一部につい

て、荒尾・大牟田両市と上水転用に係る譲渡契約を締結し、事業規模の適正化に取り組

んだ。

また、平成１８年度から１９年度にかけて有明工業用水道の未利用水の活用を図るた

め、荒尾産業団地へ給水する配水管延長工事を実施した。

しかしながら、今後も厳しい経営状況が続くことが予想されるため、更なる経営健全

化対策を検討し実行することで経営改善を図るとともに、関係部局と連携し、新規需要

の開拓に努めていく。

４ 平成２２年度予算の概要

平成２２年度予算の概要は次のとおりである。

（１）収益的収入及び支出

事業収益 ８２８，６７６，０００円

（内訳）

営業収益 ６９５，９１０，０００円

営業外収益 １３２，７６６，０００円

事業費 １，０８７，１２７，０００円

（内訳）

営業費用 ９０８，５７８，０００円

営業外費用 １７１，５４９，０００円

予備費 ７，０００，０００円

差引純利益（純損失） △２５８，４５１，０００円

（２）資本的収入及び支出

資本的収入 １，０５３，７０５，０００円

（内訳）  

企業債 ２２２，０００，０００円

長期借入金 ４０３，９４４，０００円

工事受託金 ８５，６８８，０００円

補助金 １１０，４９１，０００円

その他 ２３１，５８２，０００円  
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資本的支出 １，３３７，８５３，０００円

（内訳）

建設改良費 １４３，５２２，０００円

企業債償還金 ５６９，８６６，０００円

長期借入金償還金 ６２４，４６５，０００円  

熊本県有料駐車場事業業務状況

熊本県有料駐車場事業の平成２１年度下半期（平成２１年１０月１日から平成２２年３

月３１日まで）における業務状況は、次のとおりである。

目 次

１ 事業の概況 …………………………………………………………… ２３ページ

（１）利用台数及び料金収入について ……………………………… ２３ページ

（２）修繕及び改良工事等について ………………………………… ２３ページ

（３）職員数について ………………………………………………… ２４ページ

（４）条例等の制定、改廃について ………………………………… ２４ページ

２ 経理の状況 …………………………………………………………… ２５ページ

３ 平成２２年度経営方針 ……………………………………………… ２６ページ

４ 平成２２年度予算の概要 …………………………………………… ２６ページ
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１ 事業の概況

平成２１年度下半期における熊本県営有料駐車場の利用状況については、利用台数は

７３，０２８台（対目標比７５．０％）で、料金収入は４３，７８６，７３０円（対目

標比７２．１％）であった。また、県営第二有料駐車場の利用状況については、収容台

数３７台に対して契約台数は２２台にとどまり、料金収入は１，３３３，２００円であ

った。

郊外の大型ショッピングセンターの立地による中心市街地への買物客減少、また中心

市街地における低価格の新規立体駐車場の増加の影響もあり、利用台数及び料金収入と

もに減少傾向にある。特に、平成２１年度下半期は、１１月から３月まで耐震補強工事

を行い、車両の入庫を制限したため、目標値を大幅に下回った。

（１）利用台数及び料金収入について

平成２１年度下半期各月の利用台数、承認台数及び料金収入の状況は、次のとおり

である。

県 営 有 料 駐 車 場 県営第二有料駐車場

月別 目 標 実 績 達 成 率 実 績 備考

利用台数 金 額 利用台数 金 額 台数 金額 承認台数 金額

（台） （円） （台） （円） ％ ％ （台） （円）

１０ 15,652 9,721,660 15,064 8,935,870 96.2 91.9 22 222,200

１１ 15,380 9,531,200 13,391 7,942,720 87.1 83.3 22 222,200

１２ 17,876 11,298,260 12,381 7,358,520 69.3 65.1 22 222,200

１ 16,520 10,332,440 10,994 6,663,790 66.5 64.5 22 222,200

２ 15,478 9,548,920 9,364 5,607,050 60.5 58.7 22 222,200

３ 16,528 10,332,070 11,834 7,278,780 71.6 70.4 22 222,200

計 97,434 60,764,550 73,028 43,786,730 75.0 72.1 132 1,333,200
 

（２）修繕及び改良工事等について

平成２１年度下半期の主な修繕及び改良工事は、次のとおりである。（消費税込み

額）  
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（単位：円）

工 事 名 工 事 金 額 工 期

（改良）有料駐車場建物耐震補強 115,745,619 H21.11.20

～H22.3.15

（改良）有料駐車場建物耐火被覆工事 2,394,000 H21.10.16

～H22.3.15

有料駐車場誘導灯修繕工事 190,050 H22.2.25

～H22.3.12

（３）職員数について

平成２１年度有料駐車場事業の職員数は次のとおりである。

（平成２２年３月３１日現在）

区 分 職 員 技能労務職員 嘱 託 計

本庁 総務経営課 １ ０ ０ １

※料金徴収業務については、熊本県セキュリティ協同組合に委託している。

（４）条例等の制定、改廃について

＜条 例＞

平成２１年１０月 ９日 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部改正

※熊本県職員等退職手当支給条例等の一部を改正する条

例（熊本県条例第４９号）において改正。

平成２１年１２月２２日 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の

一部改正

※熊本県職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部

を改正する条例（熊本県条例第６２号）において改正。

＜管理規程＞

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局職員就業規程の一部を改正する規程（熊

本県公営企業管理規程第１号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局当直規程の一部を改正する規程（熊本県  

公営企業管理規程第２号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局会計規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第３号)

平成２２年 ３月３０日 熊本県企業局組織規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第４号)

平成２２年 ３月３１日 熊本県企業局文書規程の一部を改正する規程（熊本県

公営企業管理規程第５号)  
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２ 経理の状況

平成２１年度下半期の経理の状況は、次の合計残高試算表のとおりである。  

平成22年3月31日            単位：円

残　　　　高 合　　　　計 勘 定 科 目 合　　　　計 残　　　　高

192 営 業 収 益 102,146,516 102,146,324

営 業 外 収 益 4,714,765 4,714,765

特 別 利 益

62,315,174 62,315,174 営 業 費 用

94,900 94,900 営 業 外 費 用

2,089,194,016 2,106,957,891 有 料 駐 車 場 設 備 17,763,875

14,002,571 減 価 償 却 累 計 額 485,101,582 471,099,011

5,923,556 建 設 仮 勘 定 5,923,556

148,100 148,100 無 形 固 定 資 産

投 資 及 び 基 金

642,294,623 3,245,442,228 現 金 預 金 2,603,147,605

2,632,661 3,853,213 未 収 金 1,220,552

短 期 投 資

貯 蔵 品

48,110,600 前 払 金 48,110,600

前 払 費 用  

他 会 計 借 入 金

8,897,834 雑 流 動 資 産 8,897,834

退 職 給 与 引 当 金 7,701,960 7,701,960

修 繕 準 備 引 当 金 15,311,918 15,311,918

17,174,183 未 払 金 20,618,183 3,444,000

290,029 未 払 費 用 579,884 289,855

9,422,718 預 り 金 16,239,318 6,816,600

雑 流 動 負 債

自 己 資 本 金 1,667,583,687 1,667,583,687

借 入 資 本 金

1,830,963 資 本 剰 余 金 83,048,828 81,217,865

68,530,000 利益剰余金（－欠損金） 504,883,489 436,353,489

損 益

2,796,679,474 5,592,994,152 合 計 5,592,994,152 2,796,679,474

貸　　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　　方

熊本県有料駐車場事業合計残高試算表
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３ 平成２２年度経営方針

有料駐車場事業は、平成１７年度に実施したＵＤ（ユニバーサルデザイン）改修や、

平成１８年４月からの夜間料金の導入など、施設、料金面でのサービス向上に努めてい

るが、郊外大型店の進出やコインパーキングの増加等の影響を受け、利用台数は減少傾

向にある。また、平成２１年度下半期は耐震補強工事に伴い入庫制限を行ったため、利

用台数及び料金収入は大幅に減少した。

今年度は、ユニバーサルデザインを取り入れた誰もが使いやすい駐車場としてだけで

なく、耐震補強工事を行い、さらに安心、安全になった駐車場として、できるだけ多く

の県民にＰＲし、早期に利用台数の回復を目指す。

４ 平成２２年度予算の概要

平成２２年度予算の概要は次のとおりである。

（１）収益的収入及び支出

事業収益 １２４，３８２，０００円

（内訳）

営業収益 １２３，４４２，０００円

営業外収益 ９４０，０００円

事業費 ８６，９３５，０００円

（内訳）

営業費用 ７６，０６１，０００円

営業外費用 ８，８７４，０００円

予備費 ２，０００，０００円

差引純利益 ３７，４４７，０００円

利用予定

普通駐車 台数 １０７，７４７台

料金 ７０，２６９，０００円

定期駐車 台数 ３，１８０台

料金 ４５，５４０，０００円

第二駐車場 料金 ２，７８７，０００円

（２）資本的収入及び支出

資本的収入 ０円

資本的支出 ３，５６５，０００円

（内訳）

建設改良費 ３，５６５，０００円  
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熊本県公告第３１５号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項の規定において準用する同法
第２０条第１項の規定による都市計画の図書の写しの送付を受けたので、同法第２１条第
２項の規定において準用する同法第２０条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供
する。 
    平成２２年６月４日 
                                           熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 都市計画の種類 
    熊本都市計画下水道（菊陽公共下水道） 
２ 都市計画の図書の写しの縦覧場所 
  熊本県土木部都市計画課 

 
 
熊本県公告第３１６号 
 クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第８条の２第１項及び第８条の３の規
定により、クリーニング師の資質の向上を図るための研修並びに業務に関する知識の修得
及び技能の向上を図るための講習を次のとおり指定した。 
  平成２２年６月４日 
                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 研修及び講習の主催者の名称並びに所在地 
 (１) 名称 財団法人全国生活衛生営業指導センター 
 (２) 所在地 東京都港区新橋六丁目８番２号 
２ 研修及び講習の種類 
  第１型クリーニング師研修及び業務従事者講習 
３ 研修及び講習の開催年月日並びに会場 

(１) 平成２２年１０月２４日 熊本県婦人会館（熊本市水道町１４－２１） 
(２) 平成２３年 ２月１３日 熊本県婦人会館（熊本市水道町１４－２１） 

４ 研修及び講習の科目並びに時間数 
(１) 研修 
 ア 衛生法規及び公衆衛生 １時間（うち継続者時間数 ３０分） 
 イ 洗濯物の受取、保管及び引渡し １時間  
 ウ 洗濯物の処理 １時間 
 エ 繊維及び繊維製品 １時間（うち継続者時間数 ３０分） 

 (２) 講習 
 ア 衛生法規及び公衆衛生 １時間（うち継続者時間数 ３０分） 
 イ 洗濯物の受取、保管及び引渡し １時間 
 ウ 洗濯物の処理 １時間 
 エ 繊維及び繊維製品 １時間（うち継続者時間数 ３０分） 

５ 受講料 
  (１) 研修受講料 ５，０００円 
 (２)  講習受講料 ４，５００円 
６ 研修及び講習の問い合わせ先 
    財団法人熊本県生活衛生営業指導センター（熊本市白山一丁目４番９号 末永ビル２ 
 階 電話０９６－３６２－３０６１） 

 
 
熊本県公告第３１７号 
 八代郡氷川町に事務所を置く氷川下流土地改良区連合の役員が次のとおり退任及び就任
した旨の届出があったので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項
の規定により公告する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    

役職名 氏   名 住  所 

退任 

  理事 

就任 

 理事 

 

浜田 洋 

 

藤本 一臣 

 

八代郡氷川町網道１４８０番地 

 

八代郡氷川町高塚９３５番地 
 

 
熊本県公告第３１８号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第２項の
規定により宇城市長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３
項の規定により公告する。 
    平成２２年６月４日 
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                                                熊本県知事 蒲  島  郁  夫 

    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 

公共測量（写真地図作成） 平成２１年８月３１日から 

平成２２年３月２６日まで 

宇城市全域 

 
 
熊本県公告第３１９号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第２項の
規定により荒尾市長から次のとおり公共測量を終了した旨の通知があったので、同条第３
項の規定により公告する。 
    平成２２年６月４日 
                                                熊本県知事 蒲  島  郁  夫 

    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 

公共測量（１級水準測量） 平成２１年１２月４日から 

平成２２年３月１９日まで 

荒尾市全域 

 
 
熊本県公告第３２０号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第１４条第２項の規定により国土地理院長から次
のとおり基本測量を終了した旨の通知があったので、同条第３項の規定により公告する。 
    平成２２年６月４日 
                                                熊本県知事 蒲  島  郁  夫 

    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 

基本測量（電子国土基本図 

（地図情報）修正測量） 

平成２１年５月１５日から 

平成２２年３月３１日まで 

熊本県内全域 

 

    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 

基本測量（空中写真撮影及 

びデジタルオルソ作成作業）

平成２１年５月１日から 

平成２２年３月３１日まで 

熊本市、八代市、人吉市、 

水俣市、宇土市、宇城市、 

下益城郡美里町、上益城郡 

甲佐町、八代郡氷川町、葦 

北郡芦北町、同津奈木町、 

球磨郡錦町、同あさぎり町、

同多良木町、同湯前町、同 

あさぎり町、同水上村、同 

相良村、同山江村、同球磨 

村 
 

    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 

基本測量（地理識別子整備 

業務） 

平成２１年９月２８日から 

平成２２年３月２６日まで 

熊本市、八代市、荒尾市、 

天草市、菊池郡菊陽町 
 

 
熊本県公告第３２１号 
 熊本市に事務所を置く杉上土地改良区理事長南部吉勝から平成２２年４月９日付けで申
請のあった定款の変更については、平成２２年５月２６日付けで認可したので、土地改良
法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第３項の規定により公告する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

 
 
熊本県公告第３２２号 
 熊本市に事務所を置く渡鹿堰土地改良区理事長清田好弘から平成２２年４月２５日付け
で申請のあった定款の変更については、平成２２年５月２６日付けで認可したので、土地
改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第３項の規定により公告する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
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熊本県公告第３２３号 
 八代市に事務所を置く氷川土地改良区理事長藤本一臣から平成２２年４月１５日付けで
申請のあった定款の変更については、平成２２年５月２６日付けで認可したので、土地改
良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第３項の規定により公告する。 
  平成２２年６月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 
 
 
 
 
 熊本県教育委員会公告第１１号 
 次のとおり一般競争入札に付する。 
  平成２２年６月４日 
                           熊本県教育長 山本 隆生  
１ 入札に付する事項 
（１）借入物品及び数量 
   ア 教育用コンピュータ  ２２９セット 
   イ サーバ          １セット 
   ウ その他周辺機器及びソフトウェア 
（２）借入物品の規格、品質等 
   入札仕様書及び要求仕様書による。 
（３）借入期間 
   平成２２年９月１日から平成２７年８月３１日まで 
（４）納入期限 
   平成２２年８月２７日（金） 
（５）納入場所 
   要求仕様書による。 
（６）入札金額 

入札金額は、賃借料１月当たりの借入代金とする。見積りに当たっては、６０月賃
借料率で計算すること。 

なお、落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５％に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消
費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金
額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 

（７）最低制限価格の設定 
   本競争入札には、最低制限価格は設けていない。   
（８）その他 

ア 本競争入札は、電子入札システムを利用して行う電子入札対象案件であるが、紙
入札による参加もできる。ただし、電子入札システムに利用者登録が完了している
者は、電子入札によるものとする。 

イ 本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札参
加確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 

２ 入札参加者の資格に関する事項 
  次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 
（１）物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平

成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）による審査のうえ、有資格
者として営業種目「リース・レンタル（取扱業種ＯＡ機器類）」に登録された者であ
ること。 

   なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこと。 
ア 審査申請の受付期間 

公告の日から平成２２年７月１日(木)まで（閉庁日を除く。）の午前８時３０分
から午後５時までに提出すること。 

ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場
合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 

イ 審査申請書の提出先及び問い合わせ先 
熊本県出納局管理調達課 資格審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 862-8570 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 096-333-2581 

ウ 申請の方法 
要綱に定める「競争入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持参又は郵

送により提出すること。 
なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書

様式ダウンロード」のページで確認することができる。 
エ 資格審査結果の通知 

資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
（２）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行った

 登載依頼 
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者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受てい
ること。 

（３）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行った
者又は申立てをなされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受けて
いること。 

（４）入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名停
止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でないこ
と。 

（５）要求仕様書の内容を満たしていること。 
３ 入札参加のための確認申請 

本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）～（５）に示す要件を満たしているか
の確認を受けるため、次により「競争入札参加資格確認申請書」及び確認資料（以下「申
請書等」という。）を提出しなければならない。 

なお、期限までに申請書等を提出しない者並びに確認の結果要件を満たしていないと
認められた者は、本競争入札に参加することができない。 

（１）提出方法及び提出場所 
ア 電子入札システムによる入札参加の場合 

申請書等を電子入札システムにより提出すること。 
なお、確認資料の容量が１ＭＢを超える場合には、４の（１）に示す場所に持参

又は郵送（書留郵便に限る。）することとし、持参又は郵送する書類の目録を電子
入札システムで提出すること。 

イ 書面による入札（以下「紙入札方式」という。）参加の場合 
申請書等を４の（１）に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期間内に必着すること。 

（２）提出期間 
公告の日から平成２２年７月８日（木）午後５時まで（閉庁日を除く。）に提出す

ること。 
（３）確認結果の通知 

確認の結果は、「競争入札参加資格確認結果通知書」により通知する。 
４ 入札執行の日時、場所等 
（１）契約条項を示す場所 

熊本県教育庁教育政策課広報・情報班（熊本県庁行政棟新館７階） 
郵便番号 862-8609 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 096-333-2674 ファックス番号 096-384-1509 

（２）入札仕様書等 
ア 閲覧（交付）の期間 

公告の日から平成２２年７月７日（水）まで（閉庁日を除く。）の午前８時３０
分から午後５時までとする。 

イ 閲覧（交付）の場所 
電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情

報）にて閲覧又は４の（１）に記載する場所で交付する。 
（３）入札説明会 

ア 日時 平成２２年６月２４日（木）午後２時から 
イ 場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

       熊本県庁行政棟新館８階第８０２会議室 
（４）入札の日時及び場所 

ア 電子入札システムによる入札 
３の（３）記載の確認結果の通知を受けた日時から、平成２２年７月１５日（木）

午後５時までに入札すること。 
イ 紙入札方式による入札 
（ア）日時 平成２２年７月１６日（金）午前９時３０分 
（イ）場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 

        熊本県教育庁教育政策課広報・情報班（熊本県庁行政棟新館７階） 
（５）開札の日時及び場所 

４の（４）のイに同じ。 
（６）再度の入札 

開札後、落札者がない場合は再入札を行う。 
再入札を行う場合、電子入札により入札書を提出した者については、再入札の通知

を受けた日時から、平成２２年７月１６日（金）午前１０時３０分までに電子入札シ
ステムにより入札すること。 

５ 入札方法等 
（１）入札方法 

ア 電子入札システムによる入札の場合 
４の（４）のアの締切日時までに電子入札システムにより入札書を提出すること。 
ただし、入札参加者側のシステム障害等のやむを得ない事情があり、入札書受付

締切予定日時までに「熊本県電子入札システム紙入札移行承認願」を４の（１）に
示す場所に提出し、県（契約担当者）から承認を受けた場合は、イの紙入札方式に
よるものとする。 



 平成 22 年 6 月 4日  金曜    熊 本 県 公 報          第１１９１３号 31 

イ 紙入札方式により持参する場合 
別に定める別紙様式３の「入札書」により作成し、４の（４）のイの日時及び場

所に持参し、提出すること。 
ただし、代理人をして入札するときは、別に定める別紙様式２の「委任状」を入

札書と同時に提出すること。 
なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２２年７月１５日（木）

までに４の（１）に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ
と。 

（ア）封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」、中封筒に「委託
業務の名称」及び「開札日時」を朱書きすること。 

（イ）再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「委託業務の名称」及び「開
札日時」を朱書きし、同封すること。 

（２）開札の方法 
開札は、電子入札システムにおいて行う。 
ただし、紙入札方式において入札した者がいる場合は、入札に参加した者又はその

代理人の立会いのもとに行うものとする。この場合において、入札に参加した者又は
その代理人が立会わない場合は、入札執行事務に関係のない職員を立会わせてこれを
行う。 

（３）入札の回数 
入札回数は２回までとする。開札後、落札者がない場合は、再入札を行う。 
なお、再入札書の締切日時までに再入札書を提出しなかった者及び紙入札方式によ

り入札書を郵送した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退したものとみな
す。 

（４）落札者の決定方法 
有効な入札書を提出した者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込

みをした者を落札者とする。   
なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、電子入札システ

ムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 
（５）無効の入札 

次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
ア 競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
イ 紙入札方式による入札において、委任状を提出しない代理人のした入札 
ウ 紙入札方式による入札において、記名押印を欠く入札 
エ 紙入札方式による入札において、金額を訂正した入札 
オ 紙入札方式による入札において、誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
カ 紙入札方式による入札において、同一事項の入札について他人の代理人を兼ね又

は２人以上の代理をした者の入札 
キ 紙入札方式による入札において、２以上の意思表示をした入札 
ク 紙入札方式による入札において、くじ番号の記入がない入札 
ケ 電子入札システムによる入札において、入札、見積及び契約権限のない者のＩＣ

カードを使用して提出された入札 
コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札

執行者が認めた場合の入札 
サ 明らかに連合によると認められる入札 
シ その他入札に関する条件に違反した入札 

（６）入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公正
に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させ
ず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

（７）入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
（８）その他 

入札仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得（昭和
３９年熊本県告示第４２０号）及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託契約等）運
用基準の規定を準用する。 

６ 契約の締結 
（１）契約書作成の要否 

要 
（２）契約の締結期限 

落札者決定の日から１４日以内とする。 
（３）落札者からの契約締結の申出期限 

落札者決定の日から７日以内とする。 
７ 入札保証金及び契約保証金 
（１）入札保証金 

免除する。 
（２）契約保証金 

契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分の
１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに該当
するときは、契約保証金の納付が免除される。 
ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被
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保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を
提出したとき。 

イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する
事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ
れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約
を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

８ その他 
（１）入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 
   日本語及び日本国通貨とする。 
（２）本一般競争入札公告は、入札説明書を兼ねる。 
（３）本競争入札は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を受

ける。 
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